
特定電子メール法（特定電子メールの送信の適正化等に関する法律）の概要 
◎ 同意のない者への広告・宣伝メールの送信は、原則禁止 
◎ 違反した場合には、総務大臣及び消費者庁長官による措置命令 
◎ 命令違反は１年以下の懲役又は100万円以下の罰金（法人の場合は3000万円以下の罰金） 

○オプトイン規制 
 －同意のない者への原則送信禁止 
 －同意の記録保存義務 
 －受信拒否者への再送信禁止 
○表示義務 
○送信者情報偽装禁止（直罰） 
○架空電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽあての送信禁止 

受信者 

送信者・送信委託者 
措置命令 

違反等の申出 

登録送信適正化機関 

送信者の情報照会 

立入検査 
報告徴収 

情報提供等 

登録・監督 
電気通信事業者 

消費者庁長官 

違反等の申出 

外国当局 

情報提供 

総務大臣 

参考２ 


	スライド番号 1

